
議案第5 9号

専決処分について

地方自治法(昭和22年法律第67号)第1 79条第1項の規定により､別紙のとお

り専決処分をしたので､同法同条第3項の規定により､これを本議会に報告して承認を

求める｡

平成14年8月9日

三　朝　町　長
i/
仁コ 田　　秀　　光

平取1 4辛8月9E3原審魚認

三朝町鼠金鼠長恩昇



専決第4号

専決処分書

地方自治法(昭和2 2年法律第6 7号)第1 79条第1項の規定により､三朝町税

条例の一部を改正することについて､次のとおり専決処分する｡

平成14年　7月31日

三　朝　町　長　　吉　　田　　秀　　光

三朝町条例第　　号

三朝町税条例の一部を改正する条例

三朝町税条例(昭和4 5年三朝町条例第1 8号)の一部を次のように改正する｡

次の表の改正後の欄中項の表示に下線が引かれた項(以下｢追加項｣という｡)を

加える｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分(以下｢改正部分｣という｡)に対応す

る同表の改正後の欄中下線が引かれた部分(追加項を除く｡以下｢改正後部分｣とい

う｡ )が存在する場合には､当該改正部分を当該改正後部分に改め､改正後部分に対応

する改正部分が存在しない場合には､当該改正後部分を加える｡

改正後 弌ﾉ�9���

(納期限後に納付し又は納入する税金 忠Eｸｯｨﾌ�ﾎ8,僞ｹWH+YiH,ﾙEｹ?ﾈ+x.��Xｾ��

又は納入金に係る延滞金) 冓H,ﾙEｹ?ﾈｾ�,佛x.�I�粟���

第19条納税者又は特別徴収義務者は ��c����Eｹ�X�)iH,ﾙ<�¥ｩ*X�ｶ�k��(,ﾒ�

､第40条､第46条､第46条の2 唔�cC���I�cCh��I�cCh��,ﾃ"�

若しくは第46.条の5(第53条の7 偃�+X*ﾘ,ﾙ�cCh��,ﾃR��cS8��,ﾃr�



の2において準用する場合を含む｡以

下本条において同じ｡)､第48条第1

項(法第32 1条の8第27項及び第

旦旦壇の申告書に係る部分を除くo) ､

第53条の7､第67条､第83条第

2項､第98条第1項若しくは第2項

､第102条第2項､第105条､第

1 39条第1項又は第145条第3項

に規定する納期限後にその税金を納付

し､又は納入金を納入する場合におい

ては､当該税額又は納入金額にその納

期限(納期限の延長蚕あったときは､

その延長された納期限とする｡以下第

1号及び第2号において同じ｡)の翌

日から納付又は納入の日までの期間の

日数に応じ､年14. 6パーセント(

次の各号に掲げる税額の区分に応じ､

当該各号に掲げる期間については､年

7. 3パーセント)の割合を乗じて計

算した金額に相当する延滞金額を加算

して納付書によって納付し､又は納入

書によって納入しなければならない｡

(1)略

也)第48条第1項の申告書(法第3

21条の8弟1項､第2項､第4項

､第5項又は第24項の規定による

申告書に限る｡)､第9 8条第1項若

しくは第2項の申告書又は第1 3 9

条第1項の申告書に係る税額(第4

号に掲げる税額を除くo)　当該税

の2において準用する場合を含む｡以

下本条において同じ｡)､第48条第1

項(法第321条の8第9項及び第1

旦塵の申告書に係る部分を除くC)､

第53条の7､第67条､第83条第

2項､第98条第1項若しくは第2項

､第102条第2項､第105条､第

139条第1項又は第145条第3項

に規定する納期限後にその税金を納付

し､又は納入金を納入する場合におい

ては､当該税額又は納入金額にその納

期限(納期限の延長92あったときは､

その延長された納期限とする｡以下第

1号及び第2号において同じo)の翌

日から納付又は納入の目までの期間の

目数に応じ､年14. 6パーセント(

次の各号に掲げる税額の区分に応じ､

当該各号に掲げる期間については､年

7. 3パーセント)の割合を乗じて計

算した金額に相当する延滞金額を加算

して納付書によって納付し､又は納入

書によって納入しなければならない｡

(1)略

(2)第48条第1項の申告書(法第3

21条の8弟1項､第2項又は第6

項　　　　　　　　　の規定による

申告書に限る｡)､第9 8条第1項若

しくは第2項の申告書又は第1 3 9

条第1項の申告書に係る税額(第4

号に掲げる税額を除く｡)　当該税



額に係る納期限の翌日から1月を経

過する日までの期間

(3)第48条第1項の申告書(法星旦

2 1条の8第27項及び第28項の

申告書を除く｡)､第98条第1項若

しくは第2項の申告書又は第1 3 9

条第1項の申告書でその提出期限後

に提出したものに係る税額　当該提

出した日までの期間又はその日の翌

日から1月を経過する日までの期間

(4)略

(均等割の税率)

第31条　略

2　第23条第1項第3号又は第4号の

者に対して課する均等割の税率は､次

の表の左欄に掲げる法人等(法人及び

法人でない社団又は財団で代表者又は

管理人の定めのあるものをいう｡以下

本節において同じ｡)の区分に応じ､

それぞれ当該右欄に定める額とする｡

法　人　等　の　区　分

1　資本等の金額(資本の金額

又は出資金額と法人税法(昭

和40年法律第34号)第2

条第1 7号に規定する資本積
i

立金額又は同条第1 7号の3

に規定する連結個別資本積立

全壁との合計額▲(保険業法(

平成7年法律第105号)に

略

額に係る納期限の翌日から1月を経

過する日までの期間

(3)第48条第1項の申告書(法盈旦

21条の8第9項及び第10項　の

申告妻を除く｡)､第98条第1項若

しくは第2項の申告書又は第1 3 9

_粂第1項の申告書でその提出期限後

に提出したものに係る税額　当該提

出した日までの期間又はその日の翌

日から1月を経過する日までの期間

(4)略

(均等割の税率)

第31条　略

2　第23条第1項第3号又は第4号の

者に対して課する均等割の税率は､次

の表の左欄に掲げる法人等(法人及び

法人でない社団又は財団で代表者又は

管理人の定めのあるものをいう｡以下

本節において同じ｡)の区分に応じ､

それぞれ当該右欄に定める額とする｡

略



規定する相互会社にあっては

､令第45条の3の2に定め

るところにより算定した純資

産額)をいう｡次号から第8

号までにおいて同じ｡)が5

0億円を超える法人(保険業

法に規定する相互会社以外の

法人で資本の金額又は出資金

額を有しないもの並びに法人

税法第2条第5号の公共法人

及び同条第6号の公益法人等

(管理組合法人及び団地管理

組合法人､マンション建替組

合､地方自治法(昭和22年

法律第67.号)第260条の

2第1項の認可を受けた地縁

による団体､政党交付金の交

付を受ける政党等に関する法

人格の付与に関する法律(辛

成6年法律第106号)第8

条に規定する法人である政党

又は政治団体並びに特定非営

利活軌促進法(平成1 0年法律

第7号)第2条第2項に規定す

る法人を含むG)で均等割のみ

を課.されるものを除く｡次号か

ら第8号までにおいて同じ｡)

セ町内に有する事務所､事業所

又は寮等の従業者(俸給､給料

規定する相互会社にあっては

､令第45条の3　　に定め

るところにより算定した純資

産額)をいう｡次号から第8

号までにおいて同じ｡)が5

0億円を超える法人(保険業

法に痩定する相互会社以外の

法人で資本の金額又は出資金

額を有しないもの並びに法人

税法第2条第5号の公共法人

及び同条第6号の公益法人等

(管理組合法人及び団地管理

組合法人､マンション建替組

合､地方自治法(昭和22年

法律第67号)第260条の

2第1項の認可を受けた地縁

による団体､政党交付金･の交

付を受ける政党等に関する法

人格の付与に関する法律(辛

成6年法律第106号う　第8

条に規定する法人である政党

又は政治団体並びに特定非営

利活動促進法(平成1 0年法律

第7号)第2条第2項に規定す

る法人を含む｡)で均等割のみ

を課されるものを除く｡次号か

ら第8号までにおいて同じ｡)

で町内に有する事務所､事業所

又は寮等の従業者(俸給､給料



若しくは賞与又はこれらの性 ��

質を有する給与の支給を受け 

ることとされる役員を含む〇) 

の数の合計額(次号から第8 

号まやにおいてr従業者の合 

計数｣という〇)が50人を超 

えるもの 

略 凛｢�

3　前項に定める均等割の額は､当該均

等割の額に､法第3 1 2条第3項第1

号の法人税額の課税標準の算定期間｣

同項第1号の2の連結事業年度開始の

一月から6月の期間若しくは同項第1号

_q) 3の連結法人税額の課税標準の算定

塑里､同項第2号の均等割の算定期間

又は同項第3号若しくは第4号の期間

中において事務所､事業所又は寮等を

有していた月数を乗じて得た額を1 2

で除して算定するものとする｡この場

合における月数は､暦に従って計算し

､ 1月に満たないときは1月とし､ 1

月に満たない端数を生じたときは切り

捨てる｡

(法人等の町民税の申告納付)

第4 8条　町民税を申告納付する義務が

ある法人等は､法第32 1条の8第1

項､第2項､第千項､第5項､第24

嘆､第2 7項及び第2 8項の規定によ

る申告書を､同条第1項∴第2項､畳

若しくは賞与又はこれらの性 ��

質を有する給与の支給を受け 

ることとされる役員を含む〇) 

の数の合計額(次号から第8 

号までにおいて｢従業者の合 

計数｣という〇)が50人を超 

えろもの 

略 凛｢�

3　前項に定める均等割の額は､当該均

等割の額に､法第3 1 2条第3項第1

号の法人税額の課税標準の算定期間

､同項第2号の均等割の算定期間

又は同項第3号若しくは第4号の期間

中において事務所､事業所又は寮等を

有していた月数を乗じて得た額を1 2

で除して算定するものとする｡この場

合における月数は､暦に従って計算し

､ 1月に満たないときは1月とし､ 1

月に満たない端数を生じたときは切り

捨てる｡

(法人等の町民税の申告納付)

第4 8条　町民税を申告納付する義務が

ある法人等は､法第32 1条の8第1

項､第2項､第6項､`第9項及び第1

0項　　　　　　　　　　の規定によ

る申告書を､同条第1項､第2項､墨



4項､第5項､第24項及び第28項

の申告納付にあってはそれぞれこれら

の規定による納期限までに､同条第2

ヱ堕の申告納付にあっては遅滞なく町

長に提出し､及びその申告に係る税金

又は同条第1項後段及び第3項の規定

によって提出があったものとみなされ

る申告書に係る税金を施行規則第2 2

条の4様式による納付書によって納付

しなければならない｡

2　法の施行地に主たる事務所又は事業

所を有する法人が､法の施行地外にそ

の源泉がある所得について､外国の法

人税等を課された場合においては､迭

第32 1条の8第29項及び令第48

条の13に規定するところにより､控

除すべき額を前項の規定により申告納

付すべき法人税額から控除する｡

3　法第321条の8第27項の申告書

(同条第2 6項の規定による申告書を

含む｡)以下本項において同じ｡)に係

る税金を納付する場合においては､当

該税金に係る同条第1項､第2項｣.墓

4項､第5項又は第24項の納期限(

納期限の延長があったときは､その延

長された納期限とする｡)の翌日から

納付の日までの期間の目数に応じ､当

該税額に年14. 6パーセント(申告

書を提出した日(同条第2 8項の規定

6項及び第1 0項

の申告納付にあってはそれぞれこれら

の規定による納期限までに､同条第9

壁_の申告納付にあっては遅滞なく町

長に提出し､及びその申告に係る税金

又は同条第1項後段　　　　　の規定

によって提出があったものとみなされ

る申告書に係る税金を施行規則第2 2

条の4様式による納付書によって納付

しなければならない｡

2　法の施行地に主たる事務所又は事業

所を有する法人が､法の施行地外にそ

の源泉がある所得について､外国の法

人税等を課された場合においては､堕

第321条の8第1 1項及び令第48

条の13に規定するところにより､控

除すべき額を前項の規定により申告納

付すべき法人税額から控除する｡

3　法第321条の8第9項　の申告書

(同条第8項　の規定による申告書を

含む｡)以下本項において同じ｡)に係

る税金を納付する場合においては､当

該税金に係る同条第1項､第2現星廷

第6項　　　　　　　　　の納期限(

納期限の延長があったときは､その延

長された納期限とする｡)の翌日から

納付の目までの期間の目数に応じ､当

該税額に年14. 6パーセント(申告

書を提出した日(同条第1 0項の規定



の適用がある場合で当該申告書がその

提出期限前に提出されたときは､当該

提出期限)までの期間又はその期間の

末日の翌日から1月を経過する日まで

の期間については､年7. 3パーセン

ト)の割合を乗じて計算した金額に相

当する延滞金を加算して施行規則第2

2号の4様式による納付書によって納

付しなければならないC

4　前項の場合において､法人等が法第

321条の8第1項､第2項､第4項

､_第5項又は第2 4項の申告書を提出

した日(当該申告書がその提出期限前

に提出された場合には､当該申告書の

提出期限)の翌日から1年を経過する

日後に同条第2 7項の申告書を提出し

たときは､詐欺その他不正の行為によ

り町民税を免れた法人等が法第3 2 1

条の1 1第1項又は第3項の規定によ

る更正があるべきことを予知して当該

申告書を提出した場合を除き､当該1

年を経過する日の翌日から当該申告書

を提出した日(法第321条の8第2

旦堕の規定の適用がある場合で当該申

告書がその提出期限前に提出されたと

きは､当該申告書の提出期限)までの

期間は､延滞金の計算の基礎となる期

間から控除するC

5　法人税法第74条第1項の規定によ

って法人税に係る申告書を提出する義

の適用がある場合で当該申告書がその

提出期限前に提出されたときは､当該

提出期限)までの期間又はその期間の

末日の翌日から1月を経過する日まで

の期間については､年7_　3パーセン

ト)の割合を乗じて計算した金額に相

当する延滞金を加算して施行規則第2

2号の4様式による納付書によって納

付しなければならない｡

4　前項の場合において､法人等が法第

321条の8第1項､第2項又は第6

項　　　　　　　　　の申告書を提出

した日(当該申告書がその提出期限前

に提出された場合には､当該申告書の

提出期限)の翌日から1年を経過する

日後に同条第9項_の申告書を提出し

たときは､詐欺その他不正の行為によ

り町民税を免れた法人等が法第3 2 1

条の1 1第1項又は第3項の規定によ

る更正があるべきことを予知して当該

申告書を提出した場合を除き､当該1

年を経過する日の翌日から当該申告書

を提出した日(法第321条の8第1

旦壇の規定の適用がある場合で当該申

告書がその提出期限前に提出されたと

きは､当該申告書の提出期限)までの

期間は､延滞金の計算の基礎となる期

間から控除する｡

5　法人税法第74条第1項の規定によ

って法人税に係る申告書を提出する義



務がある法人で同法第7 5条の2第1

項(同法第1 4 5条において準用する

場合を含む｡以下本項及び第5 2条第

1堕において同じC)の規定の適用を

受けているものについて､同法第7 5

条の2第7項(同法第145条におい

て準用する場合を含む｡以下本項にお

いて同じ｡)の規定の適用がある場合

には､同法第7 5条の2第7項の規定

の適用に係る当該申告書に係る法人税

額の課税標準の算定期間に限り､当該

法人税額を課税標準として算定した法

人税割額及びこれと併せて納付すべき

均等割額については､当該法人税額に

･ついて同条第1項の規定の適用がない

ものとみなして､第18条の2の規定

を適用することができる｡

6　法人税法第81条の22第1項の規

定によって法人税に係る申告書を提出

する義務がある法人で同法第8 1条の

2 4第1項の規定の適用を受けている

ものが､同条第4項の規定の適用を受

ける場合には､当該法人及び当該法人

との間に連結完全支配関係(同法第2

条第1 2号の7の5に規定する連結完

全支配関係をいう｡第50条第3項及

び第5 2条第2項において同じ｡)が

ある連結子法人(同法第2条第1 2号

の7の3に規定する連結子法人をいう

｡第50条第3項及び第52条第2項

務がある法人で同法第7 5条の2第1

項(同法第1 4 5条において準用する

場合を含む｡以下本項及び第5 2条

において同じ｡)の規定の適用を

受けているものについて､同法第75

条の2第7項(同法第145条におい

て準用する場合を含む｡以下本項にお

いて同じ｡)の規定の適用がある場合

には､同法第75条の2第7項の規定

の適用に係る当該申告書に係る法人税

額の課税標準の算定期間に限り､当該

法人税額を課税標準として算定した法

人税割額及びこれと併せて納付すべき

均等割額については､当該法人税額に

ついて同条第1項の規定の適用がない

ものとみなして､第18条の2の規定

を適用することができる｡



において同じ｡) (連結申告法人(同法

第2条第1 6号に規定する連結申告法

人をいう｡第5 2条第2項において同

L lにIllt!7:, )に･･いL'_EL止血

1条の2 4第4項の規定の適用に係る

当該申告書に係る連結法人税額嘩第

3 2 1条の8第4項に規定する連結法

人税額をいう｡以下本項及び第5 2条

第2項において同じ｡)の課税標準の

算定期間(当該法人の連結事業年度に

該当する期間に限る｡第52条第2項

において同じ｡)に限れ　当該連結法

人税額に係る個別帰属法人税額を課税

標準として算定した法人税割額及びこ

れと併せて納付すべき均等割額につい

ては､当該連結法人税額について同法

第8 1条の24第1項の規定の適用が

ないものとみなして､第18条の2の

規定を適用することができるo

(法人等の町民税に係る不足税額の納

付の手続)

第50条　略

2　前項の場合においては､その不足税

額に法第321条の8第1項､第2項

､第4項若しくは第5項又は第24項

の納期限(同条第2 8項の申告納付に

係る法人税割に係る不足税額について

も同条第1項､第2項､第4項又は第

互選の納期限によるものとする｡なお

､納期限の延長があったときは､その

(法人等の町民税に係る不足税額の納

付の手続)

第50条　略

2　前項の場合においては､その不足税

額に法第321条の8第1項若しくは

第2項又は第6項

の納期限(同条第1 0項の申告納付に

係る法人税割に係る不足税額について

も同条第1項又は第2項　　　　.

の納期限によるものとする｡なお

､納期限の延長があったときは､その



延長された納期限とする｡)の翌日か

ら納付の日までの期間の日数に応じ､

年14. 6パーセント(前項の納期限

までの期間又は当該納期限の翌日から

1月を経過する日までの期間について

は､年7. 3パーセント)の割合を乗

じて計算した金額に相当する延滞金額

を加算して納付しなければならない｡

3　前項の場合において､法第321条

の1 1第1項又は第3項の規定による

更正の通知をした日が､法第32 1条

の8第1項､第2項し菱_4項､第5項

又は第2_4項の申告書を提出した日(

当該申告書がその提出期限前に提出さ

れた場合には､当該申告書の提出期限

)の翌日から1年を経過する目後であ

るときは､詐欺その他不正の行為によ

り町民税を免れた場合を除き､当該1

年を経過する日の翌日から当該通知を

した目(法人税に係る･修正申告書を提

出し､又は､法人税に係る更正若しく

は決定がされたこと(同条第2項又は

第4項の申告書を提出すべき法人が連

結子法人の場合にあっては､当該連結

子法人との間に連結完全支配関係があ

る連結法人(法人税法第2条第1 2号

の7の2に規定する連結親法人をいう

｡以下本項において同じ｡)若しくは

連結完全支配関係があった連結親法人

が法人税に係る修正申告書を提出し､

延長された納期限とする｡)の翌日か

ら納付の目までの期間の日数に応じ､

年14. 6パーセント(前項の納期限

までの期間又は当該納期限の翌日から

1月を経過する目までの期間について

は､年7. 3パーセント)の割合を乗

じて計算した金額に相当する延滞金額

を加算して納付しなければならない｡

3　前項の場合において､法第321条

の1 1第1項又は第3項の規定による

更正の通知をした目が､法第3 2 1条

の8第1項､第2項又は第6項

の申告書を提出した日(

当該申告書がその提出期限前に提出さ

れた場合には､当該申告書の提出期限

)の翌日から1年を経過する日後であ

るときは､詐欺その他不正の行為によ

り町民税を免れた場合を除き､当該1

年を経過する目の翌日から当該通知を

した日(法人税に係る修正申告書を提

出し､又は､法人税に係る更正若しく

は決定がされたこと



又は法人税に係る更正若しくは決定を

受けたこと)による更正に係るものに

あっては､当該修正申告書を提出した

日又は国の税務官署が更正若しくは決

定の通知をした日)までの期間は､延

滞金の計算の基礎となる期間から控除

する｡

(法人の町民税に係る納期限後の延長

の場合の延滞金)

第52条　略

旦　法人税法第81条の22第1項の規

定によって法人税に係る申告書を提出

する義務がある法人で同法第8 1条の

2 4第1項の規定の適用を受けている

もの及び当該法人との間に連結完全支

配関係がある連結子法人(連結申告法

人に限る｡)は､当該申告書に係る連

結法人税額の課税標準の算定期間でそ

の適用に係るものの連結所得(同法第

2条第1 8号の4に規定する連結所得

をいう｡)に対する連結法人税額に係

ろ個別帰属法人税額を課税標準として

算定した法人税額及びこれと併せて納

付すべき均等割額を納付する場合には

､当該税額に､当該連結法人税額の課

税標準の算定期間の末日の翌日以後2_

月を経過した日から同項の規定により

延長された当該申告書の提出期限まで

の期間の目数に応じ､年7. 3パーセ

ントの割合を乗じて計算した金額に相

による更正に係るものに

あっては､当該修正申告書を提出した

目又は国の税務官署が更正若しくは決

定の通知をした日)までの期間は､延

滞金の計算の基礎となる期間から控除

する｡

(法人の町民税に係る納期限後の延長

の場合の延滞金)

第52条　略



当する延滞金額を加算して納付しなけ

ればならない｡

附　則

(納期限の延長に係る延滞金の特例)

第4条　当分の間､日本銀行法第15条

第1項(第1号に係る部分に限る｡)

の規定により定められる商業手形の基

準割引率が年5. 5パーセントを超え

て定められる日からその後年5. 5パ

ーセント以下に定められる日の前日ま

での期間(以下本項において｢特例期

間｣というC)内(法人税法第75条

の2第1項(同法第145条第1項に

おいて準用する場合を含む｡)の規定

により延長された法第3 2 1条の8第

1項に規定する申告書の提出期限星廷

法人税法第8 1条の2 4第1項の規定

により延長された法第3 2 1条の8第

旦項に規定する申告書の提出期限が当

該年5. 5パーセント以下に定められ

る日以後に到来することとなる町民税

に係る申告基準日が特例期間内に到来

する場合には､当該町民税に係る第5

2条の規定による延滞金にあっては､

当該年5. 5パーセントを超えて定め

られる日から当該延長された申告書の

提出期限までの期間内)は､特例期間

附　則

(納期限の延長に係る延滞金の特例)

第4条　当分の間､日本銀行法第15条

第1項(第1号に係る部分に限る｡)

の規定により定められる商業手形の基

準割引率が年5. 5パーセントを超え

て定められる日からその後年5. 5パ

ーセント以下に定められる日の前日ま

での期間(以下本項において｢特例期

間｣という｡)内(法人税法第75条

の2第1項(同法第145条第1項に

おいて準用する場合を含む｡)の規定

により延長された法第3 2 1条の8第

1項に規定する申告書の提出期限

該年5. 5パーセント以下に定められ

る目以後に到来することとなる町民税

に係る申告基準日が特例期間内に到来

する場合には､当該町民税に係る第5

2条の規定による延滞金にあっては､

当該年5. 5パーセントを超えて定め

られる日から当該延長された申告書の

提出期限までの期間内)は､特例期間



内にその申告基準日の到来する町民税に

係る第5 2条に規定する延滞金の年7.

3パーセントの割合は､同条及び前条の

規定にかかわらず､当該年7. 3パーセ

ントの割合と当該申告基準日における当

該商業手形の基準割引率のうち年5. 5

パーセントの割合を超える部分の割合を

年0. 25パーセントの割合で除して得

た数を年0. 7 3パーセントの割合を乗

じて計算した割合とを合計した割合(当

該合計した割合が年12. 775パーセ

ントの割合を超える場合には､年1 2.

775パーセントの割合)とする｡

2　前項に規定する申告基準日とは､法人

税額の課税標準の算定期間又は法第3 2

1条の8第4項に規定する連結法人税額

の課税標準の算定期間の末日後2月を経

過した目の前日(その日が民法第142

条に規定する休日､土曜日又は1 2月2

9日､同月30日若しくは同月31日に

該当するときは､これらの日の翌日)を

いう｡

内にその申告基準日の到来する町民税に

係る第5 2条に規定する延滞金の年7.

3パーセントの割合は､同条及び前条の

規定にかかわらず､当該年7. 3パーセ

ントの割合と当該申告基準日における当

該商業手形の基準割引率のうち年5. 5

パーセントの割合を超える部分の割合を

年0. 25パーセントの割合で除して得

た数を年0, 7 3パーセントの割合iL乗

じて計算した割合とを合計した割合(当

該合計した割合が年1 2. 775パーセ

ントの割合を超える場合には､年1 2.

775パーセントの割合)とする｡

2　前項に規定する申告基準日とは､法人

税額の課税標準の算定期間

の来日後2月を経

過した目の前日(その日が民法第142

条に規定する休日､土曜日又は1 2月2

9日､同月30日若しくは同月31日に

該当するときは､これらの目の翌日)を

いう｡

附　則

(施行期日)

第1条　この条例は､平成14年8月1日から施行する｡

(町民税に関する経過措置)

第2条　改正後の町税条例の規定中法人の町民税に関する部分は､平成1 5年3月3 1

日以後に終了する事業年度分の法人の町民税､同日以後に終了する連結事業年度分の



法人の町民税及び同日以後に終了する計算期間分の法人の町民税について適用し､同

目前に終了した事業年度分の法人の町民税及び同日前に終了した計算期間分の法人の

町民税については､なお従前の例による｡


